
2014年２月１日（    ）9 広報うらそえ 2014年２月１日 （    ）8広報うらそえ

問い合わせ ☎８７６－１２３４

Ｎｏ.31

●個人および法人市民税、軽自動車税等の賦課に関すること・・・・市民税課　内線（2211～2217）
●固定資産税（土地、家屋および償却資産）の賦課に関すること・・・資産税課　内線（2261～2265）
●市税の徴収や納税相談等に関すること・・・・・・・・・・・・・納 税 課　内線（2315・2318）

２
月
17
日
（
月
）
か
ら
平
成
26
年
度
市
・
県
民

税
お
よ
び
国
民
健
康
保
険
税
申
告
受
付
が
始
ま

り
ま
す
！

期
間
　
２
月
17
日
（
月
）
〜
３
月
17
日
（
月
）

　
　
　
（
土
日
除
く
）

場
所
　
浦
添
市
役
所
　
９
階

受
付
時
間
　
午
前
９
時
〜
午
前
11
時
30
分

　
　
　
　
　
午
後
１
時
〜
午
後
４
時
30
分

※

３
月
９
日
（
日
）
・
16
日
（
日
）
は
休
日

　
受
付
を
行
い
ま
す
。

地
区
別
受
付
日
を
設
け
て
い
ま
す
！

　
各
地
区
の
受
付
日
は
申
告
書
の
封
筒
ま
た

は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

○
３
月
17
日
を
過
ぎ
ま
す
と
、
新
年
度
の
課
税

準
備
の
た
め
申
告
受
付
を
停
止
し
ま
す
。

　
次
回
の
市
・
県
民
税
申
告
は
、
６
月
２
日

（
月
）
か
ら
受
付
再
開
と
な
り
ま
す
。

　
期
限
内
申
告
を
お
願
い
し
ま
す
。

①
申
告
書
（
送
付
さ
れ
て
い
な
い
場
合
は
、
市

民
税
課
窓
口
ま
た
は
申
告
会
場
で
配
布
）

②
印
か
ん
（
認
印
可
）

③
平
成
25
年
中
の
収
入
・
経
費
を
証
明
す
る
も

の
（
給
与
や
年
金
の
源
泉
徴
収
票
、
給
与

証
明
書
、
事
業
者
の
収
入
支
出
帳
簿
、
経

費
の
領
収
書
等
）

④
諸
控
除
を
受
け
る
際
の
書
類

ア
　
社
会
保
険
料
の
領
収
書
ま
た
は
支
払
証
明
書

イ
　
生
命
保
険
料
・
地
震
保
険
料
の
控
除
証
明
書

ウ
　
医
療
費
の
領
収
書

（
ア
〜
ウ
の
３
点
は
、
平
成
25
年
中
に

　
支
払
っ
た
も
の
が
対
象
）

　
・
障
害
者
手
帳
、
学
生
証

・
障
害
者
控
除
対
象
者
認
定
書
（
65
歳
以

上
で
要
介
護
の
認
定
を
受
け
て
い
る

方
。
介
護
保
険
課
で
発
行
）

・
そ
の
他
内
容
を
確
認
す
る
際
、
必
要
と

思
わ
れ
る
も
の

○
申
告
書
は
自
主
記
載
が
原
則
で
す
。
申
告
が

ス
ム
ー
ズ
に
行
え
る
よ
う
、
事
前
の
記

入
、
証
明
書
等
の
整
理
に
ご
協
力
お
願
い

し
ま
す
。

●
所
得
証
明
書
等
の
発
行
が
で
き
な
い
！
　

（
市
・
県
営
住
宅
の
入
居
・
更
新
、
就
学
援

助
、
児
童
手
当
、
保
育
所
入
所
な
ど
の
手

続
に
支
障
を
き
た
し
ま
す
）

●
国
民
健
康
保
険
税
、
高
額
療
養
費
の
自
己
負

担
額
の
軽
減
措
置
が
受
け
ら
れ
な
い
！

●
国
民
年
金
の
免
除
申
請
お
よ
び
各
種
福
祉
手

当
の
受
給
手
続
が
で
き
な
い
！

　
な
ど
、
必
要
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
が
受
け
ら
れ

な
く
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

　
市
民
の
皆
さ
ま
の
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

①
市
・
県
民
税
均
等
割
の
標
準
税
率
が
引
き
上

げ
ら
れ
ま
す
。

　
全
国
的
に
か
つ
緊
急
に
地
方
公
共
団
体
が
実

施
す
る
防
災
の
た
め
の
施
策
に
要
す
る
費
用
の
財

源
を
確
保
す
る
た
め
、
臨
時
の
措
置
と
し
て
個
人

住
民
税
（
市
・
県
民
税
）
の
均
等
割
の
標
準
税
率

が
引
き
上
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

適
用
期
間
　
平
成
26
年
度
か
ら
35
年
度
ま
で
の

10
年
間

　
　
　
　
　
　
　

現
行
　
　
　
　
　

改
正
後

個
人
市
民
税
　
３
千
円
　
↓
　
３
千
５
百
円

個
人
県
民
税
　
１
千
円
　
↓
　
１
千
５
百
円

②
平
成
26
年
１
月
１
日
か
ら
、
記
帳
・
帳
簿
等

の
保
存
制
度
の
対
象
者
が
拡
大
さ
れ
ま
す
。

対
象
者
　
事
業
所
得
、
不
動
産
所
得
ま
た
は
山

林
所
得
の
あ
る
全
て
の
方
（
所
得
税
が
か
か
ら

な
い
方
も
対
象
）

記
帳
す
る
内
容
　
売
り
上
げ
な
ど
の
収
入
金

額
、
仕
入
れ
や
そ
の
他
の
必
要
経
費
に
関
す
る

事
項

帳
簿
等
の
保
存
期
間
　
・
収
入
金
額
や
必
要
経

費
を
記
載
し
た
帳
簿
（
法
定
帳
簿
）…

７
年

・
業
務
に
関
し
て
作
成
ま
た
は
受
領
し
た
請
求

書
、
納
品
書
、
送
り
状
、
領
収
書
な
ど
の
書
類

…

５
年

申
告
受
付
期
間
・
場
所

申
告
に
必
要
な
書
類

市
・
県
民
税
の
申
告
を
し
な
い
と
困
る
こ
と
！

平
成
26
年
適
用
の
税
制
改
正
事
項
に
つ
い
て

問
い
合
わ
せ

市
民
税
課
　
☎ 

８
７
６
ー
１
２
３
４

　
　 

（
内
線
２
２
１
３
〜
２
２
１
６
）

確
定
申
告
会
場
に
つ
い
て

北
那
覇
税
務
署
　
８
７
７
ー
１
３
２
４

北
那
覇
税
務
署
の
平
成
25
年
分
の
確
定
申
告
会

場
は
次
の
と
お
り
で
す
。
早
め
の
申
告
・
納
税

に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

場
所
　
浦
添
市
産
業
振
興
セ
ン
タ
ー
・
結
の
街

受
付
期
間
　
２
月
17
日
（
月
）
〜
３
月
17
日

（
月
）
の
月
〜
金
曜
日

時
間
　
午
前
９
時
〜
午
後
４
時

※

会
場
の
混
み
具
合
に
よ
っ
て
受
付
終
了
時
間

が
早
ま
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※

会
場
駐
車
場
に
は
限
り
が
あ
り
ま
す
の
で
、

公
共
交
通
機
関
を
ご
利
用
い
た
だ
き
ま
す

よ
う
、
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

「簡素な給付措置（臨時福祉給付金）」の申請にかかる
市・県民税申告について

１．簡素な給付措置（臨時福祉給付金）とは？
　４月から消費税率が８％へ引き上げられるため、所得の低い
方々へ臨時的な措置として、給付金を支給する予定です。
２．給付対象者
　平成26年度市民税（均等割）が課税されない方
※ただし、ご自身を扶養している方が課税される場合、または
生活保護制度の被保護者となっている場合は対象外です。
注意！　未申告者は、給付金支給手続ができませんので、上
記期間内に申告をお願いします！（申請・給付時期未定）

あなたは市・県民税の申告が必要ですか？
フローチャートで確認してみよう！

あなたは市・県民税の申告が必要ですか？
フローチャートで確認してみよう！

スタート
平成26年１月１日現在、浦添市に居住して
いますか？

浦添市役所にて申告が必要です。

平成26年１月１日に居住している市町村へお
問い合わせください。

平成25年中に収入がありましたか？

※失業保険、労災保険、生活保護費、遺族年
金、福祉年金等は収入に含まれません。

無収入であるという申告をしてください。
年末調整や申告によってご家族の扶養に入っ
ている方は、申告の必要はありません。
※ただし、市外居住者に扶養されている場合
は申告が必要です。

農業所得・営業所得・不動産所得・給与所得
等について、税務署にて所得税の確定申告を
しますか？

確定申告をする方は、市・県民税の申告の必
要はありません。

昨年の所得が公的年金等の収入のみでした
か？

申告の必要はありません。
※ただし、社会保険料控除等の諸控除を受ける
方は、確定申告または市・県民税の申告が必要
です。

※公的年金等の収入額が400万円を超える方
は、所得税の確定申告が必要です。

昨年の所得が給与のみで、勤務先にて年末調
整がされており、勤務先から浦添市役所へ給
与支払報告書の提出がされていますか？

浦添市役所での市・県民税の申告は必要ありません。
※ただし、市・県民税における扶養親族の追
加、社会保険料控除等の控除を変更、また
は新たに受ける際は、申告する必要があり
ます。

※新規の事業（営業）を立ち上げた方・新規
の不動産所得（アパート収入等）・譲渡所得
のある方や青色申告の方は、税務署の確定申
告会場（結の街）で申告してください。

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

は　い

は　い

は　い

は　い

は　い


